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　財政調整基金とは、年度間の財源の不均衡を調整し、長期的視野に立った計画的な財政運営を行うことを目的とする基金（貯金）です。
名古屋市では、条例で災害等のためとされており、平成22年9月に策定した今後の財政運営の方針において、積立額100億円を目指す
としています。現在の残高（平成23年9月補正後）は約127億円で、96億円を取り崩すと残高は約31億円になります。

　市長提案の内容は、平成24年度以降の個人市民税・法人市民税を一律10％減税しようとするものです。
　9月定例会では、本会議での個人質問、財政福祉委員会で河村市長・住田副市長の出席を求めるなど、慎重に審査を進めてきました。
　その結果として、来年度の財政収支見通しが明らかでないなど、来年度以降の減税実施について審議を行うに当たっての判断材料がそろっていない
ことから、さらに慎重に審査を行う必要があるため、賛成多数により継続審査としました。

　市民税減税条例を審査中の10月24日の財政福祉委員会で、9月定例会では分からなかった名古屋市の今後の財政収支見通しにつ
いて、財政局より説明がありました。

○来年度（平成24年度）の名古屋市の一
般会計の収支見通しは、市民税10%減税を
158億円、市債を912億円発行した上で、
363億円の不足が見込まれることが
明らかになりました。
○さらに、4年後の平成27年度まで、市民税
10%減税を行うと、収支が毎年338億円
以上の不足が見込まれることも明らか
になりました。
○来年度の363億円もの不足額への対応
は、行財政改革の取り組み・財源対策等で
191億円、財政調整基金の取り崩しで
96億円ねん出しますが、残りの76億円
はさらなる取り組みが必要ということで、
10月24日の時点では具体的な方策が
決まっていません。

　市会の9月定例会は、9月9日から10月12日の34日間にわたって開かれ、市長提出案件33件、議員提出議案9件について審議が行われました。

　市会だよりとは､市会の諸活動を広く周知することにより､議会への理解と関心を高める
ことを目的に発行しています｡より分かりやすい紙面づくりを目指すため､平成22年6月号
の市会だよりから､議員で構成する編集委員会を設置しました｡
　また､議会の活動に関する情報を積極的に公開･発信するため､平成23年度から市会だ
よりの毎月発行化に向け､予算要求をしてまいりました｡しかし残念ながら､河村市長か
ら『回数をふやすことは､必要性､費用対効果の面で疑問がある』として､毎月発行化
は認められませんでしたので､平成23年度は現時点では年7回の発行を予定しています｡

市会だよりについて

9月定例会特集号

市長提案の「市民税減税条例の制定について」は、慎重に審査を行うため継続審査としました。市長提案の「市民税減税条例の制定について」は、慎重に審査を行うため継続審査としました。

　総額６億9,000万円余の補正予算が成立し、本市の災害対策として、津波避難ビル指定に伴う市営住宅の屋上整備や地震災害発生時における業務継続
計画の策定など（1億2,000万円）、待機児童対策として、新規2カ所・増築等2カ所の民間保育所の整備補助など（3億8,300万円）、児童虐待の防止
として、見守り支援者の養成などの児童虐待防止事業（1億5,900万円）が新たにできるようになりました。

本市の災害対策や待機児童対策、児童虐待の防止に関する補正予算が成立しました。本市の災害対策や待機児童対策、児童虐待の防止に関する補正予算が成立しました。

市長が行った行財政改革の一環としての「名古屋市版事業仕分け」判定結果について市長が行った行財政改革の一環としての「名古屋市版事業仕分け」判定結果について

名古屋市の今後の財政収支見通しについて ～来年度以降の財政収支見通しが明らかになりました！～名古屋市の今後の財政収支見通しについて ～来年度以降の財政収支見通しが明らかになりました！～

ポイント

（基金とは特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てまたは定額の資金を運用するために設けられる資金または財産のことです。財政調整基金は、年度間の財源の
不均衡を調整し、長期的視野に立った計画的な財政運営を行うことを目的としています。～総務省ホームページより）

■名古屋市の今後の財政収支見通し（一般会計）

■来年度（平成24年度）の収支不足（363億円）への取り組み

229億円
4,743億円
812億円

4,665億円
1兆220億円
1兆612億円

392億円不足

225億円
4,749億円
812億円

4,561億円
1兆122億円
1兆460億円

338億円不足

223億円
4,707億円
892億円

4,498億円
1兆97億円
1兆447億円

350億円不足

158億円
4,637億円
912億円

4,456億円
1兆5億円

1兆368億円

363億円不足

10％減税額
市税収入
市債発行
その他

歳入合計（A）
歳出合計（B）
差し引き収支
（A）－（B）

行財政改革の取り組み・財源対策等

財政調整基金の取り崩し

さらなる取り組み（未定）

191億円

 96億円

 76億円

363億円

平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度
（来年度）

合計

●具体的に今対応が
　決まっていません。
●現段階ではなかなか
　見込みが立っていません。

〈財政局答弁〉

※財政福祉委員会資料（財政局提出）に基づき作成

4 ページに昨年度実施した市民税減税の概要を掲載しています。

本会議傍聴と名フィルミニコンサート鑑賞募集のお知らせ
　名古屋市会は、２月定例会に先立ち、本会議場において名フィルミニコンサートを開催します。「本会議傍聴」と「ミニコンサート」を合わせて募集します。
本会議傍聴のみを希望される方も応募が必要です。
●日時 ： ２月2０日（月） 午前10時30分から ●場所 ： 名古屋市会本会議場（市役所本庁舎）
●応募方法 ： 往復はがきに希望人数（２人まで）・全員の住所・氏名・年齢・電話番号を記入し、市会事務局総務課（〒460-8508）までお送りください。（郵便番号と局・課名のみで届きます。）
●募集期限 ： １月2０日（金）消印有効 ●お問い合わせ先 ： 市会事務局総務課　電話番号972-2083
●その他 ： 入場無料　応募者多数の場合は抽選。（複数枚の応募は無効となります。）

76億円については、



決算認定案の審査から～委員会の審査の様子の一部を抜粋してお知らせします。

広報なごや 市会だより 広報なごや 市会だより 第128号（2） 平成23年12月 （３）
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田辺雄一議員（公明）
　１ 市民税10％減税条例について
　２ 災害時の介護物資支援協定について
山本久樹議員（民主）
　１ 市民税10％減税について
わしの恵子議員（共産）
　１ 市民税減税条例について
　２ 大気中の放射線量の測定について
　３ 「原発撤退、自然エネルギーへの転換をめざ

す名古屋市宣言」について
余語さやか議員（減税）
　１ 待機児童対策について
　２ 本市職員の不祥事について
　　（1）市バスにおける物損事故
　　（2）本市職員の不祥事防止に向けた取り組み
東郷哲也議員（自民）
　１ 市民税減税条例について

9月14日

市長提出案件

■以下の議案については、いずれも賛成多数により議決しました。各議案に対する賛否と結果は、以下のとおりです。

■以下の議案等については、いずれも全会一致により可決（同意案件については同意、認定案件については認定）しました。 （  ）書は議案番号です。

９月定例会提出議案の賛否について９月定例会提出議案の賛否について ～９月定例会にて議決した､市長提出案件と議員提出議案に対する賛否については､次のとおりです｡～

議案名議決日 区分
議決
結果

（109）名古屋市市税条例等の一部改正について                   

（108）名古屋市市民税減税条例の制定について（継続審査について）

（認定1）平成22年度名古屋市一般会計歳入歳出決算の認定について  はじめ8認定案（※）

（  ）書は議案番号です。             
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個人質問から個人質問から

〇…賛成   ×…反対  ―…採決に参加できない

認定

継続審査

可決

※８認定案は次のとおりです。
（認定 1 ）平成22年度名古屋市一般会計歳入歳出決算の認定について
（認定11）平成22年度名古屋市墓地公園整備事業特別会計歳入歳出

決算の認定について  
（認定14）平成22年度名古屋市公債特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて
（認定15）平成22年度名古屋市病院事業決算の認定について 
（認定16）平成22年度名古屋市水道事業決算の認定について
（認定17）平成22年度名古屋市工業用水道事業決算の認定について  
（認定19）平成22年度名古屋市自動車運送事業決算の認定について
（認定20）平成22年度名古屋市高速度鉄道事業決算の認定について

（110） 名古屋市市税減免条例の一部改正について
（111） 名古屋市スポーツ振興審議会条例及び名古屋市非常勤の
　　　　職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について 
（112） 名古屋市農業共済事業条例の一部改正について
（113） 名古屋市都市公園条例の一部改正について 
（114） 許可を要する雨水浸透阻害行為の規模等に関する条例の
　　　　一部改正について
（115） 平成23年度名古屋市一般会計補正予算（第4号） 
（116） 平成23年度名古屋市公債特別会計補正予算（第2号）
（117） 指定管理者の指定について

（118） 都市公園を設置すべき区域の決定について 
（119） 市道路線の認定及び廃止について
（同意6）教育委員会の委員選任について
（認定2）平成22年度名古屋市国民健康保険特別会計歳入歳出
　　　　決算の認定について
（認定3）平成22年度名古屋市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算の認定について
（認定4）平成22年度名古屋市老人保健特別会計歳入歳出決算の認

定について

（認定5）平成22年度名古屋市介護保険特別会計歳入歳出決算の認
定について

（認定6）平成22年度名古屋市母子寡婦福祉資金貸付金特別会計歳
入歳出決算の認定について

（認定7）平成22年度名古屋市農業共済事業特別会計歳入歳出決算
の認定について

（認定8）平成22年度名古屋市市場及びと畜場特別会計歳入歳出決
算の認定について

（認定9）平成22年度名古屋市土地区画整理組合貸付金特別会計歳
入歳出決算の認定について

（認定10）平成22年度名古屋市市街地再開発事業特別会計歳入
歳出決算の認定について

（認定12）平成22年度名古屋市基金特別会計歳入歳出決算の認
定について

（認定13）平成22年度名古屋市用地先行取得特別会計歳入歳出
決算の認定について

（認定18）平成22年度名古屋市下水道事業決算の認定について

（24）原発事故による放射能汚染対策の強化に関する意見書の提
出について

（25）地方消費者行政に対する国の支援に関する意見書の提出に
ついて

（26）粒子線治療に要する費用の公的医療保険適用に関する意見
書の提出について

（27）子ども・子育て新システムに関する意見書の提出について

議員提出議案
（28）円高・デフレを克服する経済対策に関する意見書の提出について
（29）成年被後見人の選挙権行使に関する意見書の提出について
（30）AEDの設置及び適正管理の促進に関する意見書の提出に

ついて
（31）地方財政の充実・強化に関する意見書の提出について
（32）生活保護制度に関する意見書の提出について

（24）～（32）の意見書の全文は名古屋市ウェブサイト（市会情報）でご覧いただけます。

　２ リコール署名簿の流出問題について
　３ 被災地の継続支援について
三輪芳裕議員（公明）
　１ 「買い物弱者」への対応について（健康福祉

局、市民経済局）
　２ 防災に対する意識改革について
渡辺房一議員（民主）
　１ 介護保険制度について
　　（1）「要介護認定」の遅延
　　（2）「特定施設入居者生活介護」の整備
　　（3）「第5期介護保険事業計画」の基本的な

考え方
　　（4）介護保険料の低所得者対策
さはしあこ議員（共産）
　１ 保育所待機児童解消について
　２ 災害時要援護者の避難対策について
　　（1）福祉避難所

さいとう実咲議員（減税）
　１ AEDの普及における使用方法などの啓発

活動について
　　（1）中学校における取り組み
　２ パチンコ・パチスロ廃棄台のリサイクル・リ

ユースについて
　３ 本市の青少年非行防止施策における未成

年者へのたばこ、酒等の販売について

ばばのりこ議員（公明）
　１ なごやの将来像と中京都構想・特別自治市

について
近藤徳久議員（減税）
　１ 食の安全・安心の確保について
斉藤たかお議員（自民）
　１ 新たな大都市制度の創設への取り組みにつ

いて
　　（1）特別自治市の実現に向けた取り組み
　　（2）区役所を活用した雇用対策
　２ 本市の財政状況について（財政局、健康福

祉局）
うさみいく愛議員（減税）
　１ 本市における放射性物質に対する危機管

理対策について
　２ 自然エネルギーの普及拡大に向けた本市

の考え方について

9月16日
松井よしのり議員（自民）
　１ 名古屋城周辺のにぎわいづくりについて
　　―なごや版おかげ横丁―
　２ 「名古屋おもてなし武将隊」の今後の取り組

みについて
とみぐち潤之輔議員（減税）
　１ 市立病院における医療事故防止の現状に

ついて
　２ 東部医療センターの今後の展望について
山田まな議員（減税）
　１ 指定管理者制度と減税について
湯川栄光議員（減税）
　１ 児童虐待防止の取り組みについて
　２ 地域委員会に関する市民意見交換会につ

いて
荒川和夫議員（減税）
　１ 名古屋高速道路の維持管理について
　２ 地域巡回バスの運行経路について

　３ 新堀川の堤防の安全性及び防災緑道の設
置について

　４ 災害時・渇水時のための新たな水源の確保
について

玉置真悟議員（減税）
　１ 警察法上の指定市制度のあり方について
大村光子議員（減税）
　１ マラソンフェスティバル　ナゴヤ・愛知につ

いて

丹羽ひろし議員（自民）
　１ 地域委員会について
　２ 市長の政治姿勢について
　　―昨今の不祥事を受けて―
佐藤健一議員（公明）
　１ 不育症に対する取り組みについて
　２ 避難所の液状化対策に向けた働きかけにつ

いて
おかどめ繁広議員（民主）
　１ 市民の信頼を失墜させる不祥事をめぐる対

応について
　　―市バス事故や職員による薬物使用を受けて―
　　（1）原因の究明
　　（2）再発防止策の検討
　　（3）組織の責任者としての対応
堀田太規議員（減税）
　１ COP10を継承する具体的な取り組みにつ

いて
　２ 市民参加による花づくりについて

9月15日
　３ 平針里山の開発について
藤沢忠将議員（自民）
　１ 教科書採択について
　　（1）教科書採択のあり方
　　（2）歴史観
福田誠治議員（公明）
　１ 災害時における備蓄物資の充実について
　２ 中川運河について
　　（1）水質浄化
　　（2）流域を超えた中川運河の治水機能の活用
　３ 河川下の横断下水管の耐震化について
小川としゆき議員（民主）
　１ ガイドウェイバス事業について
　２ 敬老パスについて
加藤修議員（減税）
　１ 学校における防災教育について
浅井正仁議員（自民）
　１ 暴力団の排除の推進について
　２ 土地開発公社と公社保有地について

決算認定案の審査から～委員会の審査の様子の一部を抜粋してお知らせします。

■地域委員会モデル実施の検証
玉置真悟委員（減税）　地域委員会で提案された事業について、
全庁的に実現していくための仕組みができていないのでは。

総務局　モデル実施の段階ではできていない面もあったため、今
後検討していきたい。

田辺雄一委員（公明）　地域予算について計画通りできなかった
事業がいくつかあるが、その責任の所在は。

総務局　実施主体との協議が不十分であり事業の実施態勢が整
っていなかった部分もあるため、当初予定していた計画通り実
施できなかった事業もある。しかし、地域委員会はあくまでも諮
問機関という位置づけであるので、その責任は本市にあると考
えている。

田辺雄一委員（公明）　予算の編成を行う地域委員会をチェック
する仕組みが必要では。

総務局　それぞれの年度ごとの事業を評価し、点検するシステム
を作る必要はあると考えている。

田口一登委員（共産）　地域委員の中には、市長が言う児童虐待
の防止などは行政が行うべきものであるという意見もあるが、
どうか。

総務局　行政として責任をもってやるべきことは引き続き行って
いく。しかし、行政では手が届かない部分もあるため、そういっ
た点について考えるきっかけにならないかということが、地域
委員会制度の狙いの１つではないかと考えている。

ふじた和秀委員（自民）　地域予算について、外部評価を行う考えは。
総務局　現在、地域予算について検証を行っている。検証を通じ
て明らかとなった課題の解決については、区役所や担当部局と
地域との連携が重要であると考えるが、それぞれの事業を当局
および地域において評価・検証する仕組みを構築していくこと
も必要である。今後、外部評価も視野に入れながら、引き続き
検証を行いたい。

総務環境委員会
■昨年度（平成22年度）に実施した市民税減税の効果
横井利明委員（自民）　減税を実施した平成22年度には、納税義
務者数が2万4,000人、企業が478社も前年度から減ってい
る。私は減税の効果はなかったと思っているが、市長は減税をし
なかったらもっと減っただろうと先の記者会見で発言している。
発言の根拠を示してほしい。

河村市長　行財政改革による減税で市役所から民間に226億円
を移した。同じお金を役所よりも民間が使った方が経済効果が
あるというのは経済学的に常識である。日本中不景気でデフレ
が続いていることによりその効果が打ち消されてしまうのはや
むを得ないが、下支えをしたはずである。

横井利明委員（自民）　市長は減税すれば人口や企業が増えると
主張していたが、実際の数字はその反対であった。市長は全く
根拠に基づかず推測で発言をしたのか。

河村市長　226億円を民間に返し可処分所得を増やしたのに、
それに対する効果がないと言うのは経済学的に許されない
発言だ。

うかい春美委員（民主）　市長は減税には効果があると自信を持
って言うなら、昨年度減税を実施した後、市民にアンケートを取
るなど調査をするべきではなかったか。

河村市長　減税を1年しか認めなかったのに、調査云々と言うの
は責任転嫁も甚だしい。

山田まな委員（減税）　市長の発言に根拠がないと言うのであれ
ば、減税の効果がなかったという根拠もない。リーマンショック
により大きく減った分を減税が下支えたのではないか。

横井利明委員（自民）　リーマンショックは名古屋だけに影響を与
えているわけではない。

山口清明委員（共産）　7割を超える企業が赤字の中、一部の企
業だけに大きな恩恵がある一律減税で景気の下支えと言って
も疑問である。

財政福祉委員会
■教育予算の削減
加藤一登委員（民主）　予算の削減に係る事業の見直しについ
て、36億8,900万円の見直しを求められたときに、教育委員
会の中で検討したことは。

教育委員会　学校標準運営費や学校の光水熱費はこれまでも削
減してきたので、これ以上の削減はできないと申し上げた。

加藤一登委員（民主）　学校標準運営費については、本当は上げ
なくてはならないと思う。減税のために努力をしてこの金額に
なったと思うが、教育に関しては子どもたちのために予算を獲
得してもらいたい。

中川貴元委員（自民）　教育委員に聞く。学校標準運営費も多いと
きから半分ぐらいまで減っているが、冷房や特別支援教室など
課題も多く、まだまだお金が必要だと思う。その中で、減税に走
りがちな名古屋市政において、我々はどう応援したらよいのか。

野田教育委員　議論を聞いていて、現場のことをよく理解してい
ただいていると感謝している。昔に比べて物がなくなっている
中、自費で教材を用意している先生が何人もいると聞いてい
る。やはり人とお金が必要なので、我々では難しい県との折衝
をしていただき、特に人の問題に風穴を開けてもらいたい。ま
た学校標準運営費の削減はできないので、そこも強く訴えても
らいたい。

中川貴元委員（自民）　平成22年度決算を踏まえ、このような人
とお金に関して教育行政に格別のご配慮をいただきたいとの
発言がある中､事務方として教育関連予算のさらなる削減に
対する考えは｡

教育委員会　厳しい財政状況の中で毎年のように削減を求めら
れ、ぎりぎりの対応をしている。さらなる削減は大変難しい。
その中で教育委員会に課された役割は名古屋の教育を守って
いくために必要な予算を確保することである。名古屋の教育に
おける窮状やこれは出来ないということはしっかりと訴えたい。

教育子ども委員会
■市バスの不適正な事故処理
おくむら文洋委員（民主）　市バスの不適正な事故処理が行われ
ていたことについて、どう考えているか。

交通局　不適正な事故処理について、基本中の基本が守られて
おらず、大変申し訳なく思っている。安全優先について厳しく指
導してきたが、不適正な事故処理を起こさない仕組みが十分で
はなく、組織として機能していなかったと反省しており、再発防
止に一丸となって取り組んでいきたい。

おくむら文洋委員（民主） 　不適正な事故処理は本庁が指導した
わけではなく、各営業所が競争する中でこのような結果になっ
たということか。 

交通局　営業所および本庁双方の事故処理についての認識が甘
く、コンプライアンスの精神が欠如していた。また、上層部にも
そのような面があった。それと、事故区分と賞罰が連動する仕
組みが不適正な事故処理を誘発する可能性があることは認識
していたが、それを是正しなかったことも大きな要因だと反省し
ている。

日比健太郎副委員長（民主）　少しでも過失があれば処分すると
いう交通局の厳しい規定が、不適正な事故処理につながった
のでは。

交通局　バスは事故を起こしてはならないということが基本にあ
り、今までは少しでも過失がある場合は全て処分を行ってきた
が、それを負担に感じた職員がいた可能性は否定できない。

日比健太郎副委員長（民主）　処分規定について、今回の件を踏
まえた見直しが必要だと思う。

東郷哲也副委員長（自民）　今回の不適正な事故処理を受け、無
事故表彰制度をどうするか。

交通局　無事故に関わる表彰について一定の見直しを行わなけ
ればならないと反省している。表彰制度の基準を見直し、今回
のような問題が起こらない制度に改めていきたい。

土木交通委員会
■下水道の耐震化
近藤和博委員（公明）　下水道の耐震化はどうなっているか。
上下水道局　下水道の重要な幹線等の耐震化については、平成
18年度に国土交通省から下水管の耐震化の整備事業が制定
され、それに基づいて国庫補助事業として整備を進め、
1,174kmのうち平成22年度は6kmの改良、34kmの耐震性
の確認を行い、耐震化延長は前年度比40km増の485km、耐
震化率は41%と進んだところである。

近藤和博委員（公明）　完了までかなりの時間がかかるが、どう進
めていくのか。

上下水道局　調査方法や運用面の問題から施工が困難なとこ
ろもあるが、重要な幹線等については積極的に改良していき
たい。

近藤和博委員（公明）　調査すべき下水道が430km残っている
ことを考えると、調査が終わるだけでもこれから12年かかる。
東海・東南海・南海の三連動地震の発生確率は今後30年で87
％であり、今のままのペースでは追いつかないが、どうするか。

上下水道局　平成27年までに85％まで調査を行いたいと考え
ている。来年度から新たな5カ年計画を策定する中で、詳細な
調査を行いながら長期的な目標を定めて取り組んでいきたい。

福田誠治委員（公明）　緊急輸送道路下の下水道について、優先
的に取り組む考えはあるか。

上下水道局　緊急輸送道路下の下水道も重要な幹線であり、引
き続き優先的に取り組んでいきたい。

経済水道委員会
■消防ヘリコプターの活動状況
小林祥子委員（公明）　本市が2機所有している消防ヘリコプ
ターの活動状況は｡

消防局　平成22年度における出動実績は､火災､救急･救助活動
が167件､訓練等が452件の合計619件であり､火災､救急･
救助活動のうち23件は市外への出動であった｡

服部将也委員（民主）　消防ヘリコプターについて､市民の理解を
深めるために行ったことは｡

消防局　ヘリコプターの実際の活動を出初式や防災訓練でご覧
いただいた｡

わしの恵子委員（共産）　2機のヘリコプターがいずれも空白に
なることのないよう点検を行っているのか｡

消防局　極力空白期間が発生しないよう整備を行っているが､
どうしても空白期間が発生する場合には､愛知県等との協定に
基づき､補完して活動している｡

小林祥子委員（公明）　県には｢あいち森と緑づくり税｣があるの
で､県内の林野火災に係る出動経費について､県に負担をして
いただくよう検討すべきだったのでは｡

消防局　平成22年度においては､ご指摘いただいた点について
検討はしていない｡よくこの制度を研究･検討し､愛知県と調整
等をしたい｡

小林祥子委員（公明）　防災が重視される中､ヘリコプターを減ら
すことはあり得ないと思う｡財源を確保していくことが重要で
ある｡

■一般会計決算の認定に対する反対討論（日本共産党）
　以下の3つの理由で認定には反対する。第1に、庶民減税とは名ばかりの金持ち・大企業減税が行われたこと。第2に、減税の財源
づくりとも減税の目的ともされた「行財政改革」の名で、市民のための施策が削減されたこと。第3に、その一方で税金の無駄使いで
ある大型開発が推進されたことである。民意は減税よりも防災と福祉であり、河村市長の減税を含む決算は認められない。

都市消防委員会

9月定例会の本会議では、市政全般の事務などについて 29 人の議員が個人質問を行いました。質問事項は次のとおりです。（発言順に記載してあります。）  なお、名古屋市ウェブサイト（市会情報）にて録画中継をご覧いただけます。ぜひご視聴ください。

9月定例会では、昨年度（平成22年度）の決算認定案20件が、9月30日から10月7日まで所管の常任委員会で審査され、いずれも認定されました。審査の主な概要は次のとおりです。
（発言を抜粋したもので、正式な記録ではありませんので、ご了承ください。なお、名古屋市ウェブサイト（市会情報）にて録画中継をご覧いただけます。ぜひご視聴ください。）

会派の略称説明　
　減税…減税日本ナゴヤ　
　自民…自由民主党名古屋市会議員団　
　公明…公明党名古屋市会議員団
　民主…民主党名古屋市会議員団
　共産…日本共産党名古屋市会議員団
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広報なごや市会だよりは、古紙パルプを含む再生紙を使用しています。名古屋市ウェブサイト（市会情報） http://www.city.nagoya.jp/shikai/ 

　「事業仕分け」（行政評価〔外部評価〕）は、対象となった事業について、学識経験者（１班あたり４～５人）と事業の担当職員が議論を行い、それを踏まえて
無作為抽出で選ばれた市民（１班あたり20人）が事業の評価を行いました。

　この「事業仕分け」の結果を踏まえて名古屋市の予算がどのようになっていくか、市民の皆様への影響はどうか、市民の皆様のご意見を
伺いながら、引き続き市会で議論を行ってまいります。
　対象となった事業の中の名古屋市総務局の意見（抜すい）と市民判定員の判定と主なコメントなどをご紹介します。

■野外学習センター （平成23年度予算額7,849万円）

■小学校1・2年生での３０人学級の実施 （平成23年度予算額8億1,864万円）

■中学校スクールランチ （平成23年度予算額19億876万円）

■敬老パスの交付 （平成23年度予算額132億2,129万円）

■高年大学鯱城学園 （平成23年度予算額1億4,443万円）

●昨年度（平成22年度）に実施した市民税減税の概要～個人市民税の納税義務者と減税額の割合

名古屋市総務局の意見（抜すい） 市民判定員の判定と主なコメント 判定結果
○本市が施設を保有し、多額の市税を
投入する必要性がないため、廃止を
検討すべき。

廃止10人

見直し6人

継続1人

○他施設で代替可能
○民間譲渡・民営化
○民間委託
○運営方法の検討
○オリエンテーションの場として必要

廃止

名古屋市総務局の意見（抜すい） 市民判定員の判定と主なコメント

市民判定員の判定と主なコメント

判定結果
○事業の開始から10年が経過していることから、実施成果（効果）
を検証し、あり方を検討すべきである。
○また、国が小学校1年生における学級編制の標準を35人に引
き下げたことや、愛知県が実施している小学
校1・2年生の35人学級との比較を行い、少人
数教育の効果を再度検討すべきではないか。

名古屋市総務局の意見（抜すい）
○弁当を持参させている保護者との公費
負担の公平性の点で課題がある。１食あ
たりの適正な価格を検証し、経費の削減
について検討すべき。

名古屋市総務局の意見（抜すい）
○交付枚数が制度を開始した昭和48年の約12万枚から、平成
22年度には約30万枚にまで増加している。

○今後、団塊の世代が65歳以上となるため、平成27年度までの
5年間で高齢者人口が約7万人増加すると推
計されており、将来の財政負担の増大が見込
まれることから、持続可能な制度にすべき。

○教員の質の向上が必要
○過保護はよくない
○1年生だけでよい
○これから子どもが少なくなる
○効果の検証が不十分・具体的な検
証が必要

○バランスのとれた完全給食に
○経費削減
○メニューの改善
○利用率の向上
○経費節減の努力は必要

市民判定員の判定と主なコメント

廃止1人

見直し14人

継続2人

○利用している人数・割合が低い
○高齢者イコール弱者ではない
○負担金の引き上げ・見直し
○利用限度額・上限の設定
○年齢の引き上げ
○高齢者の生きがいである
○実施をしながら効果を見守りたい

名古屋市総務局の意見（抜すい）
○地域活動の核となる人材を育成するという目的に対する成果
を明らかにする必要があり、卒業後の
地域活動実績等を把握した上で、有効
な事業展開やあり方を検討すべき。

○利用者負担のあり方等を検討すべき。

市民判定員の判定と主なコメント
廃止9人

見直し8人

○個人の集まり・老人クラブの活動で十分
○地域還元されていない
○対象者が限られている
○他施設でできる
○自己負担額の引き上げ
○対象年齢引き上げ
○市の類似施設共用

継続

判定結果

見直し

判定結果

見直し

判定結果

廃止

廃止4人

見直し3人

継続10人

廃止2人
見直し9人

継続6人

市長が行財政改革の一環として「名古屋市版事業仕分け」を行いました。
今後、議会でも報告を受け議論をしていきます。

市長が行財政改革の一環として「名古屋市版事業仕分け」を行いました。
今後、議会でも報告を受け議論をしていきます。

財政福祉委員会資料（財政局提出）に基づき作成

　名古屋市民のうち個人市民税の納税義務者（市民税を払っている市民）は108万人余です。
納税義務者のうち年間1万円以下の減税の方は56.3％の61万人余で、個人市民税の
減税総額152億円余の19.3％の29億円余を占めます。
　なお、納税義務者でない方（市民税を払っていない市民）には減税はありません。

年間1万円以下の減税

56.3%

19.3% 56.1% 24.6%

40.6% 3.1%

年間1万円から5万円の減税 年間５万円を超える減税

56.3%

19.3% 56.1% 24.6%

40.6% 3.1%
納税義務者数
（108万人余）

減税額
（総額152億円）

教
育

防
災
・
住
宅

野外学習センター
小学校1・2年生での30人学級の実施
生涯学習センター
中学校スクールランチ
女性会館
男女平等参画推進センター
防災管理者等講習
（消防）ヘリコプターの運航維持
建築受託工事の監理及び保全等
民間木造住宅の耐震化支援
市営住宅の駐車場

廃止
継続
見直し
見直し
廃止

廃止を含む見直し
見直し
見直し
見直し

廃止を含む見直し
見直し

事業名 判定結果

子
育
て
・
国
際
交
流

文
化・行
政
サ―

ビ
ス

オーストラリア・ジロング市との人的交流事業
公立保育所の運営
ひとり親家庭手当
子育て支援手当
留学生支援金給付事業
東山荘
産業立地促進助成
区役所におけるフロアサービスの充実
自主的・主体的な区政運営
公共用地の先行取得

事業名 判定結果

健
康
福
祉

環
境・公
園

休養温泉ホーム松ケ島
敬老パスの交付
高年大学鯱城学園
生活衛生センター
中央看護専門学校
家庭系生ごみの資源化
路上禁煙対策の推進（パトロール）
国営木曽三川公園事業負担金
みどりが丘公園
ランの館

廃止を含む見直し
見直し
廃止
廃止
見直し
見直し

廃止を含む見直し
見直し
見直し
廃止

事業名 判定結果
見直し
継続
継続
廃止
見直し
見直し
継続
見直し
見直し
見直し

　行財政改革の一環として、名古屋市の事業の一部を市民が判定する「事業仕分け」（行政評価〔外部評価〕）が10月21日から23日に行われました。


